
 社会変化に伴う教育への課題認識
• アフターコロナの学校教育を考える上で、特に重要だと考える近年の社会変化としては
「デジタル化（68.7％）」「少子高齢化（45.6％）」「SDGsの広がり（42.9％）」が上位と
なった。

• 現代の若者が生き抜くうえで重要度が増している “資質・能力”は「主体性・自律性
（50.8％）」が最も多く、次いで「コミュニケーション能力（44.8％）」「創造力
（37.7％）」「チャレンジ精神（37.7％）」があがった。

• 若者が前向きに未来を描くために必要な社会変化として、「失敗を許容する文化の醸成・
チャレンジ精神を支えるセーフティネットの構築」に約７割が回答。

 今後の学校教育の在り方
• 教育行政が取り組むべき重点課題は「ＩＣＴ教育環境の早期整備(52.4％)」「履修主義・横
並び主義、詰込み型教育からの脱却（50.4％）」「画一的な一斉授業からの転換・少人数教
育の推進（38.1％）」が上位を占め、デジタル化や多様性の時代に即した教育体制の整備を
求める声が多く上がった。

• 今後の学校教育(中学校・高等学校)に期待するものは、「道徳教育・人権教育・多様性理解
の推進（52.8％）」「基礎学力の養成（49.6％）」「ディベートやプレゼンテーションの訓練
（36.1％）」が上位。

• 企業における学校教育への協力・貢献については、「職業体験・インターンシップの受け入
れによる生徒や学生の職業観の醸成」が7割以上の回答を得ているものの、企業と教育機関
の交流による教育機会の提供でも可能性を感じている。

 ジョブ型雇用を前提とした人材育成への対応
• 現在のジョブ型採用の実施状況は約３割が「実施」、７割が「検討中」「実施していない」
との結果。
「検討中」と回答した企業のうち、当面５年間の方向性として、５割が増やす予定と回答。

中部経済同友会 教育を考え行動する委員会 × 1000人の声プロジェクト
「これからの学校教育・人材育成」に関する意識調査
実施期間：2021年７月16日～７月30日
回答数 ：252件（回答率：24.9％）

結果サマリー

Ｑ１．業種 Ｑ２．企業規模

製造業
32.9％

非製造業
67.1％

50名未満
17.1％

50名以上
27.4％

300名以上
55.6％



Ｑ３．アフターコロナの教育を考える上で、特に重要と思われるこの10年間の社会変化は？

Ｑ４．コロナ禍を踏まえて、教育行政が特に注力すべき、重要課題は何か？

Ｑ５．学校教育(中学校・高校)に期待するものは？

回答数：252

33.3%

13.1%

2.4%

デジタル化(ＤＸ)やSDGs等、コロナ禍においても
特に注目された分野が、教育面でも重視されている。

基本的な人間力の涵養のほか、自らの考え
を論理的に考えて相手に伝達する力を身に
つけることを中等教育に期待。

働き方改革

（最大３つまで）

デジタル技術の急速な進展

急速な少子高齢化

SDGsへの取り組みの世界的な広がり

貧困・格差の拡大

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

グローバル化の加速度的な進展

第四次産業革命(インダストリー4.0)

その他

（最大３つまで）

2.0%

13.5%

18.7%

いじめ・不登校への対策

ICT教育環境の早期整備

履修主義・横並び主義、詰め込み型教育からの脱却

画一的な一斉授業からの転換・少人数教育の推進

子供の貧困対策の充実・教育格差の是正

教育現場が主体的に判断できる体制の実現

外国人児童生徒への支援充実

9月入学議論の継続

その他

高大接続・大学入試改革

3.6%

13.5%

11.9%

16.7%

回答数：252

回答数：252

急速に変化するデジタル社会に対応した教育や、
多様性・パーソナリティを重視した教育への転換
に必要性を感じている。

外国語教育の充実

道徳教育・人権教育・多様性理解の推進

基礎学力の養成

ディベートやプレゼンテーションの訓練

グローバル人材の育成

理数教育の充実

歴史・伝統文化・ふるさと教育の推進

アクティブラーニングの推進

その他

プログラミング等情報活用能力の育成

キャリア教育の充実 8.7%

16.3%

24.2%

31.7%

23.0%

36.1%

49.6%

52.8%

42.9%

34.5%

31.7%

28.2%

68.7%

45.6%

52.4%

50.4%

38.1%

29.0%

29.0%

38.1%

（最大３つまで）



Ｑ７．貴社のジョブ型採用の実施状況について教えてください。

Ｑ８．当面５年間における貴社のジョブ型採用の方向性を教えてください。

（単一回答）

実施していない

実施している

（単一回答）

未定

現状程度

9.1%

17.9%

0.0%

32.5%

回答数：252

Ｑ６．ジョブ型雇用への移行を見据えた場合、産業教育・キャリア教育に期待するものは？

インターンシップの機会充実

（最大３つまで）

高い専門性を持つ人材の育成

自律的なキャリア形成への意識醸成

社会とのかかわりを通じた「職業観」「仕事観」の醸成

リカレント教育の拡充

「就職型」職業専門機関（高校、大学、専門職大学）の充実

ボランティア等の社会活動の機会提供

その他 0.8%

13.1%

18.7%

回答数：252

27.4%

27.4%

30.6%

31.7%

37.7%

40.5%

実施するつもりはない

減らしていく
回答数：252

検討している

増やしていく

無回答 0.0%

「実施していない」と回答した方の当面5年間におけるジョブ型採用の方向性

未定

現状程度

実施するつもりはない

減らしていく

増やしていく

無回答

回答数：95

2.1%

4.2%

24.2%

69.5%

「検討している」と回答した方の当面5年間におけるジョブ型採用の方向性

未定

増やしていく

現状程度

減らしていく

実施するつもりはない

採用ジョブ型を「検討中」の事業者は、過半数以
上が今後「増やしていく」方針

回答数：80

32.5%

55.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

無回答 0.0%

「実施していない」「検討中」で約7割を占める。



Ｑ11．若者が夢を持って前向きに未来を描くために社会をどのように変えていくべきか。

回答数：252

回答数：252

職業体験・インターンシップの受入に
よる生徒や学生の職業観の醸成

出前授業への講師派遣による生徒や学生の
職業観・人生観の醸成

75.4%

52.8%

40.5%

38.9%

30.2%

23.0%

65.1%

53.2%

34.1%

通常の「職業体験・インターンシップの受入による
職業観の醸成」だけでなく、企業と教育機関の交流
による教育機会の提供も一定数の割合を占める。

Ｑ10．企業・団体は学校教育にどのような点で協力・貢献できると思うか？

学校(教員)と民間企業を人材が行き来する
「回転ドア方式」の推進

教員の企業体験・研修の受け入れ

教員に向けた出前講座への講師派遣による
教員の意識改革・応援

教育環境整備のための経済的支援

学校教育への支援は企業の役割ではないた
め、教育専門機関に委ねるべき

その他

33.3%

31.7%

30.6%

16.3%

1.6%

失敗を許容する文化の醸成・チャレンジを
支えるセーフティネットの構築

大人がいきいきと働く姿が見える社会の実現

学歴・偏差値至上主義からのマインドセッ
トの変革

ダイバーシティ＆インクルージョンへの理解
推進

画一的な採用制度の変革

子ども、若者への教育は投資であるという
意識改革

経済格差の是正

子どもに多くを求めすぎず、ゆとりある成
長を助ける社会の実現

4.8%

その他

3.2%

2.0%

以 上

（複数回答）

（最大３つまで）

Ｑ９．現在の若者(10代後半～20代前半)が現代社会を生き抜くために重要な資質・能力は何か？

回答数：252

37.7%

12.3%

0.8%

環境の不確実性が進む中、自ら考え・チャ
レンジ精神を持って行動する資質・能力が
求められている。

（最大３つまで）

忍耐力・ストレス耐性

主体性・自律性

コミュニケーション能力

チャレンジ精神

実行力・積極性

思考力・分析力

常識・基礎学力・教養

その他

協調性・柔軟性

誠実性 8.3%

13.9%

32.1%

33.3%

21.4%

37.7%

44.8%

50.8%

創造力


